
令和４年第１回定例会代表質問資料

櫻田　力

＊国際レベルと国レベルと

　自治体レベルを結び付ける

　工夫が必要となる。

　社会資本 　CO2削減対策

　雇用・労働対策 など 　福祉・医療・介護 　気候変動対策

　住民生活・自治会運営 　廃棄物対策　など

　教育　など

図１：SDGｓを導入する際の重要な視点

社会担当経済担当 環境担当

　農・林・商・工業

図２：行政におけるSDGｓ取組の体系図

首長

（市長・副市長）

各分野の責任者

部長（庁議レベル）

総合政策担当

事務局・企画調整機能
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国際レベルの

取り組み

（国連など）

国レベルの取り組み

（国の推進方針に基づく取り組み）

自治体レベルの取り組み

１．義務的・包括的取り組み

国の方針のもとに、行政の責

務として推進するSDGｓ

２．自主的・選択的取り組み

各自治体が固有の条件を踏ま

えて推進するSDGｓ



　資料２：アカハライモリについて 令和４年第１回定例会代表質問資料

櫻田　力

「2018年山梨県レッドデータブック 山梨県の絶滅のおそれのある野生生物」

の中に、以下の記載があります。

【アカハライモリ】「絶滅危惧Ⅱ類」

「日本固有種で、山梨県内では富士川西部に大規模生息地が見られるが、

その他はごく限られた山間地の水田や池で、個々の生息地の個体数は少ない。

低地の水田地帯では転作や開発の影響から山間地の小規模水田に

生息域を限られている。（中略）個体数、生息地ともに減少している」

【アカハライモリについての豆知識】

世界のイモリ科の中では最も北に分布し、国内では本州や四国、九州と

その周辺の島々に分布し、アカハラや単にイモリと呼ばれることも多く、

日本の固有種でもあることから、ニホンイモリとも呼ばれる。

図：山梨県イモリ分布図

山梨県淡水生物調査会編（平成18年）

を一部改変。



資料３：櫛形西地区消防団の実情についてのアンケート調査結果           令和４年第１回定例会代表質問資料　櫻田　力
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図１：櫛形西地区消防団員の年齢人数

年齢
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図５：消防団員の居住地

地区 定数 実数 平均年齢

平岡 13 13 64

上市之瀬 10 10 34

中野 11 11 31

上野 7 5 39

下市之瀬 10 6 29

合計 51 45 41.7

新規入団

51％

再入団

49％

図４：入団の履歴新規入団 再入団

平岡 0 13

上市之瀬 8 2

中野 9 2

上野 0 5

下市之瀬 6 0

合計 23 22

地区
入団履歴

基本消防団員 98%

機能別消防団員 2%

図３：消防団員の資格
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図２：入団からの通算年数

年数

平均：6年

図６：平日日中の出場が可能か

ほぼ対応できる

16％

対応は難しい 84％

充足率：88％



上記の人口区分ごとの消防団員数設定表に基づいて、南アルプス市の消防団員数を算出すると以下の通りとなる。

人口：71455人（2022年2月1日現在） （71455-30000）×（563-350）

人口密度（総面積）：263人/㎢ 350 ＝ 476人 （現定数は800名）

人口密度（可住地）：1000人/㎢ ＊人口密度が200人/㎢以上のため補正なし

結果：計算上は476人となりますが、これに自然災害発生の蓋然性や地域の実情等を勘案して団員数を決める必要があると考えられます。

（100000-30000）

＋

資料４

令和4年第1回定例会代表質問資料 櫻田 力

総務省消防庁消防力の整備指針

第38条消防団の業務及び人員の総数資料13より



参考

人口区分ごとの消防団員数設定表（資料４）をもとに

算式で求めた南アルプス市の消防団員数

476人

資料５

令和4年第1回定例会代表質問資料 櫻田 力

総務省消防庁消防力の整備指針

第38条消防団の業務及び人員の総数資料13より



資料：住民基本台帳（毎年４月１日）より。令和４年は２月１日現在値。

●

●

●

資料：住民基本台帳（毎年９月１日）より。

● 少子高齢化による影響は有るものの、30～39歳の比率は変わってない。

40～64歳
24,960 24,706 24,633 24,676 24,592 24,493 24,464

34.33% 34.17% 34.20% 34.33% 34.35% 34.32% 34.34%

30～39歳
8,750 8,525 8,170 7,965 7,729 7,537 7,438

12.03% 11.79% 11.34% 11.08% 10.79% 10.56% 10.44%

71,249

27.27% 27.71%

０～14歳

15～29歳

65歳以上

72,305 72,018 71,880 71,602 71,370

24.23% 25.01% 25.65% 26.21% 26.79%

12.82%

15.18% 14.99% 15.09% 14.89% 14.77% 14.81% 14.69%

加入率

人　　口

会派：新政南アルプス

村松三千雄

R２ R３H２９ H３０ R１

72.08% 70.86% 70.59% 69.39%

26,821 27,079 27,335 27,608 27,885世帯数

19,621 19,391 19,704 19,564 19,685 19,598

少子高齢化により本市の人口も減少しているが、令和３年を見ると減

少に歯止めが掛かりつつあるように伺える。。

世帯数の推移をみると年々増加しており、平成２７年と令和３年の７

年間で１，７９６世帯増えている。

自治会加入世帯数は、令和３年で２万世帯と大きく増え、加入率も７

０％に戻っている。

加入世帯

計 72,715

17,616 18,083

H２７ H２８

70.22%

72,715 72,305 72,018 71,880 71,602 71,370 71,249

28,242 28,617

73.16% 71.61%

18,472 18,837 19,184 19,466 19,742

9,135

11,036 10,841 10,870 10,706 10,576 10,567 10,470

10,353 10,150 9,873 9,696 9,521 9,307

14.24% 14.04% 13.71% 13.49% 13.30% 13.04%

20,095

南アルプス市の自治会未加入世帯の推移

H２７ H２８ H２９ H３０ R１ R２ R３

市の世帯数と自治会加入世帯の推移 年代別の人口の推移
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◆ 可燃ごみの出し方

● 必ず南アルプス市指定ごみ袋入れて出す。

● 地区ごとに決められた可燃ごみ収集日に出す。

● 指定ごみ袋には、地区名と氏名を記入して出す。

● 指定ごみ袋に入っていないごみは、引き取りません。

可燃ごみ集積所への不法投棄に対する自治会の対応状況の一例

※周知期間を過ぎると、自治会役員が、可燃ごみ・

資源ごみに分別し、可燃ごみは指定ごみ袋に入れ直

し出している。

指定ごみ袋に入っていないごみは、収

集業者は回収しない。

指定ごみ袋に入れないで出す人が絶えない

会派：新政南アルプス

村松三千雄

ごみ集積所は、自治会により清潔に管理されている

※自治会は、ごみ集積所を適正に

利用していただくために、看板等

で周知しているが！！。



26,300

58,000

65,700
73,098

89,070 

80,467 

H29 H30 R1 R2 R3 R4

円

円
円

円

万円

南アルプス市の国民健康保険財政調整基金の残高

被保険者
一人当たりの
基金残高

基金残高の
総額

（見込み）

＊市の国民健康保険運営協議会での資料をもとに作成

万円

万円
万円

万円

万円

円

円

15,972万円

基金積立額

（見込み）

代表質問通告表 質問順位６ 名取泰 使用パネル１



業者Ａ

②参考
見積を
納品

担当課
③参考見積
を基に予定
価格を設定

総務課
④予定価
格を基に
入札

⑤入札
業者Ａ
業者Ｂ
業者Ｃ
業者Ｄ

⑥落札
業者Ａ

①参考
見積を
依頼

どこに参考見積を依
頼したか知らない

どこが入札に参加
したか知らない

入札の課題
代表質問通告表 質問順位６ 名取泰 使用パネル２



公益社団法人や
入札予定のない
業者など

②参考
見積を
納品

担当課
③参考見積
を基に予定
価格を設定

総務課
④予定価格
を基に入札

⑤入札
業者Ａ
業者Ｂ
業者Ｃ
業者Ｄ

⑥落札
業者Ａ

①参考
見積を
依頼

参考見積と関係の
ない業者で入札

提案Ⅰ
代表質問通告表 質問順位６ 名取泰 使用パネル３



①庁内で
専門職が
参考見積を作成

担当課
②参考見積
を基に予定
価格を設定

総務課
③予定価格
を基に入札

④入札
業者Ａ
業者Ｂ
業者Ｃ
業者Ｄ

⑤落札
業者Ａ

提案Ⅱ
代表質問通告表 質問順位６ 名取泰 使用パネル４



２ 小規模園地整備、設備の導入支援
(1) 補助対象となる取組

園内道の整備、傾斜の緩和、土壌・土層改良、
用水・かん水施設の設置、排水路の整備、防
風ネット（多目的防災網も対象）、防霜ファ
ン、モノレール等の設置等

(2) 面積要件
受益面積が地続きで概ね10a以上
（土壌・土層改良は地続きで概ね２a以上）

産地生産基盤パワーアップ事業(果樹関係)  【令和３年度補正予算額 31,000百万円の内数】

【新市場獲得対策】（補助率:1/2以内）
１ 園芸作物等の先導的取組支援（果樹）

(1) 補助対象となる取組
各産地で定める優良品目・品種、労働生産性
の向上が見込まれる省力樹形の導入
※改植・新植と一体的に行う果樹棚等設置も

対象
(2) 面積要件

改植・新植面積が地続きで概ね２a以上

３ 入手困難資材の代替資材の大規模実証
(1) 補助対象となる取組

新型コロナウイルス感染症のまん延により、
入手が困難となった、かんきつマルドリ栽培
の被覆資材の代替資材の大規模実証

(2) 面積要件
取組主体当たりの実証面積が概ね2ｈa以上

多目的防災網

改植と一体的な果樹
棚の設置

○収益力強化に計画的に取り組む産地に対し、農業者等が行う高性能な機械・施設の導入等に対して総合
的に支援する。

○需要の変化に対応するため、産地計画に位置付けられた担い手となる先導的な農業者を対象として優良
品目・品種への改植・新植、小規模園地整備等の取組を支援する。

【収益性向上対策・生産基盤強化対策】
(補助率:1/2以内)

１ 収益性向上対策（品目共通）
(1) 補助対象となる取組

・収益力強化に計画的に取り組む産地に対
し、計画の実現に必要な農業機械の導入、
生産資材の導入、集出荷施設の整備等

・施設園芸産地において、燃油依存の経営
から脱却し省エネ化を図るために必要な
ヒートポンプ等の導入等

(2) 優先枠
基金事業:スマート農業推進枠 (20億円)、

施設園芸エネルギー転換枠(10億円)、
持続的畑作確立枠(6億円)

整備事業:中山間地域の体制整備(40億円)、
農産物輸出に向けた体制整備(10億円)

２ 生産基盤強化対策（品目共通）
補助対象となる取組
・果樹園等の生産基盤を次世代に円滑に引き継ぐための再整備・改

修、継承ニーズのマッチング等の生産基盤の強化・継承等

農業機械のリース
導入・取得

選果施設の整備 ヒートポンプのリース導入・取得

雨よけ施設の資材

モノレール

防霜ファン

高透湿・防水資材を
利用したマルドリ栽培

9

一般質問通告表　質問順位９　花輪幸長　配布資料１　



◆ 改植・新植支援《補助率：定率2分の1以内》

《果樹先導的取組支援事業》の活用を‼

◆ 小規模園地整備、用水・かん水施設の整備等《補助率：定率2分の1以内》

補助内容：小規模園地整備（園内道の整備、傾斜の緩和、土壌・土層改良、排水路の整備）
用水・かん水施設の整備（スプリンクラー、チューブかん水等）
モノレール、防風ネット＊多目的防災網も対象、防霜ファン等の設置を支援

需要の変化に対応するため、産地計画に位置付けられた担い手となる先導的な農業者を対象
として、優良品目・品種への改植及び新植、小規模園地整備等の取組を支援します。

＊産地計画に記載されている優良品目・品種の植栽が対象

補助対象経費：伐採・抜根・苗木・土壌改良資材・植栽費等、改植・新植に必要な経費
改植・新植と一体的に行う果樹棚等設置に必要な経費

補助額 ： 補助対象経費の1/2以内

同時に、《果樹未収益期間支援事業》の申請をすると未収益期間（４年分）の

栽培管理経費（定額補助２２万円/10ａ）の支援も受けられます！

支援を受けるための主な要件

○ 産地の担い手であること（産地計画で担い手とされている者）。

○ 実施園地は、農業振興地域内の農用地区域内の農用地（いわゆる青地）であること。

○ 一箇所あたりの面積は、以下の要件を満たしていること。

(1) 改植・新植、一体的に行う果樹棚等設置支援 → 地続きでおおむね２ａ以上
(2) 小規模園地整備、設備の導入等支援 → 地続きでおおむね10ａ以上

○ 小規模園地整備・設備の導入等支援は、収入保険又は果樹共済に加入していること。

＊＊計画の申し込みについて＊＊

ＪＡへ申し込み→ＪＡで取りまとめ→産地協議会で審査・確認→県基金協会へ提出→県知事の承認
→県基金協会から中央果実協会へ提出の流れで計画申請の手続きが行われるため、農家の方がＪＡ
への申し込みから計画承認を受け、伐採・抜根等が実施できるまで４～５ヶ月程度かかります。

計画が承認されるまで苗木の発注や伐採・抜根等着手することができませんので、着工日を考慮
して申し込みをお願いします。

ＪＡへの申し込み期限の目安 １次：２月末まで

※申し込みの方法・締切期日等は、お近くのＪＡにお問い合せください。

公益社団法人 山梨県青果物経営安定基金協会 担当：外池（とのいけ）
〒400-8530 甲府市飯田１－１－２０ 山梨県ＪＡ会館２Ｆ ℡（０５５）２３２-１５２７

改植・新植＋棚の設置経費を補助！

≪果樹棚の設置例≫

改植：か き（棚無）→ ぶどう（棚設置） ○

改植：すもも（棚無）→ すもも（棚設置） ○

改植：ぶどう（棚有）→ ぶどう（棚設置） ×

新植：放任園・更地 → ぶどう（棚設置） ○

※老朽化した棚の単純更新や修繕費用は補助対象外

古い品種や
老木を消費
者ニーズの
高い優良品
目・品種に
植え替え

一般質問通告表　質問順位９　花輪幸長　配布資料２　



 
 

 

 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

農薬は 周りに配慮し
正しく使用 

 

遵守事項 

●ラベルを確認し、記載内容（使用量、使用濃度、使用回数等）に従って使用する。 

●農薬の使用履歴を帳簿等に記録する。 

●土壌くん蒸剤は、必ず被覆する。 

●住宅地等で農薬を使用する際は、周辺に配慮し、飛散防止対策を徹底する。 

  ・飛散の少ない剤型の選択や飛散低減ノズルの使用 

  ・周りへの影響が少ない天候や時間帯の選択 

  ・農薬を散布する日時、使用農薬の種類等を記した書面や看板等を活用し、 

  周辺住民への周知を事前に十分な時間の余裕をもって幅広く行う。 

●誤飲を防ぐため、施錠された場所で厳重に保管する。 

●ペットボトルやガラス瓶など飲食品の空容器へ、農薬を移し替えたりしない。 

回覧 

令和 3 年 6 月 1 日から９月３０日までの４か月間は 

『農薬危害防止運動』の実施期間となります。 

南 ア ル プ ス 市  農  政  課      ℡055-282-6207 
   ℡055-283-7134 

 

・農薬の散布は、病害虫の発生予防・駆除のために行います。 
・病害虫の発生は農作物へ悪影響を及ぼします。 
（収穫量の低下、収穫物の品質低下等） 

 

お願い！ 

農薬の安全かつ適正な使用と保管管理、周辺住民や農作物等への

飛散防止を徹底し、農薬の使用に伴う事故や被害を防止しましょう。 

＊全国的には毎年、事故が確認されています。 

裏面もご覧ください 

一般質問通告表　質問順位９　花輪幸長　配布資料３　





一般質問通告表　質問順位１１　三枝守和　配布資料１　



 

神
奈
川
県
小
田
原
市 

「
か
な
ご
て
フ
ァ
ー
ム
」 

参考資料（オモテ）1月 21日放送「ガイアの夜明け」から 

一般質問通告表　質問順位１３　松野昇平　配布資料１　



 

  

参考資料（ウラ）1月 21日放送「ガイアの夜明け」から 
一般質問通告表　質問順位１３　松野昇平　配布資料１　


